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①契約されなかった期閻が多い，②達成された契約は，あまり有効ではないこ
とがあげられる。これを説明するために，契約数と契約の有効性を調査した。
各メカニズムで達成された契約数と契約の平均有効性は，第1表の上都中央及
び右パネルに示されている。片側t検定を使用したところ，全ての契約の平均
有効性は3つのメカニズム全てに関して1．0未満であった。しかしながら，3
つのメカニズム閻に明らかな差がない一方で，直接交渉メカニズムと他の2メ
カニズムとの間で達成された契約数には明らかな差異がある。すなわち・直接
交渉では，少ない契約しか達成されないので他のメカニズムより有効な配分を
達成できたいのである。
　比較のために，最終4期間の実験に関する平均有効性を分析した。この結果
も，第1表に示してあるが，これについてANOVAは何等値のメカニズムと
統計的に相違はなく，同様に，主効果一メカニズムは，全契約の有効性を分析
したANOVAと，最終4期にたされた契約の数を調べたANOVAのいず
棚こおいても統計的な相違を示さなかった。第1表に示されたように，最終4
期からのデータは，安定しているようであるが，これを検証するために・各
ANOVAにおける蒔間の重要性を調査する。主効果一時間は，全データが使用
される蒔には統計的に有意であるが，最終4期のデータが使用される時は，主
効果一蒔間も，穐互作用効果一メカニズムX時問もともに有意ではなかった。
　右効性は，振替数量に直接依存Lている。従って，売手が自己のMCを遇
大に報告したり，買手が自己のMRを遇小に報告したりする場合にはいつで
も非有効性が生ずるのである。
（4）データの分析2．報告の真実性
　次に，Dej㎝g等は，各メカニズムにおける誤報の結果を調査した［Dejong・
lForsythe，Kむ皿and　Uecker，1989，PP・54～57コ。
　これを調査するために，全契約及び最終4期の契約に関して買手及び売手の
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メカニズム
直接交渉
11Iirshleifer
Ronen－Mckiuney
平均値（P一値）
真実の情報からの絶対偏差
全期問におげる合意
＄　O．203
　（0，001）
　0，142
　（0，001）
　OI　O09
　（0，001）
最終4期における合意
＄　O，176
　（O．001）
　O．124
　（O．O01）
　0，090
　（O．001）
ANOyA結果
グループ問1
　メカニズム
　ニフー
グループ内：
　蒔　間
　メカニズムX時間
　二＝フー
買手一売手
買手一売手Xメカニズム
ニ己フー
ユニ汐ト
ユニヅトXメカニズム
ェフー
対比：
直接交渉Vs　Hirshleifer
直接交渉Vs　R＆M
酬rshleifer▽s　R＆M
全期間におげる合意
d．fI　　F　　　　P
218，760．001
24
16，23
4，19
0，68
0．27
42，14
5．53
16．42
36，17
3．91
0．001
0．005
0，42
0，77
0．001
0，01
0．001
0，001
⑪．06
最終4期におげる合意
d．£　　F　　　P
2　　16，58　　0．001
24
1
2
24
1
2
24
1
12
24
O，09
0．04
0，58
0．56
55．近8
7．67
0，76
0．96
0，45
0．58
0．001
0．003
1　　14，67　　0．001
1　　31，91　　0．00ユ
1　　　3，36　　　0．08
出所　［Dejong　etc・，1989，p・55］
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報告Lた計画を調べた。すたわち，彼らの計画における最初の7単位について，
真実のMR及びMCと報省されたそれらの平均絶対偏差値を計算したω。
　第2表は，報告に関する分析を示Lている。3つのメカニズムにおいて，真
のMC及びMRからの絶対偏差は，全契約及び最終4期の契約に関して正
の値をとり，全契約及び最終4期の契約についていずれも，直接交渉メカニズ
ム，Hirshleiferメヵニズム，RoI1enとMckimeyメヵニズムの順で大き
かった。そこで，ANOVAを使用Lてこれらの相違の有意性を検定Lた。そ
の結果が，第2表の下部に示されている。主効果一メカニズムは，統計的に有
意だったので，あるメカニズムの報告の真実性が他のメカニズムのそれとは
一異なることが分私それゆえ，次に互いのメカニズムを対比させた。各メカ
ニズムを対にした比較では，各メカニズムは，統計的に相異が認められるが
HirshleiferメカニズムとRonenとMckimeyメカニズムとの相異は統計
酌に有意でなかった。主効果一時間及び相互作用効果一メカニズムX時閻は，
全データ使用時は，統計的に有意であったが，最終4期のデータに関してはい
ずれも有意ではなかった。
　ANOVAば，買手と売手の報告の間に何の区別も示さなかったし，メカニ
ズム毎の買手売手の報告パターンにも同様に差を示さなかった。Ronenと
Mckimeyメカニズムは，最初の7単位について真の情報からの最小の絶対
偏差を有していることが，第2表から理解できる。絶対偏差によって報告した
買季と売手の戦略問の相違が小さい一方で，この測定は，買手と売手が真の
MR，MCを過大報告あるいは過小報告する傾向について何の情報も提供しな
～・ので，この評価のために7単位について，買手／売手の真実のMR／MC
に対する報告されたMR／MCの平均比率を用いた。これを両側t検定した
・結果，買手は遇小報告し，売手は遇大報告する傾向があることが統計的に判明
した。この結果は，振替数量の平均が最適数量より小さくなるという観察に一
致する。
　492
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〈5）データ分析の結論
　有効性に関しては，直接交渉メカニズムは，他の2つのメカニズムよりも極
めて乏しいが，HirshIeifer及びRonenとMckimeyメカ三ズムは有効性
において区別しがたいことが判明した。また，最終4期のデータからは，3つ
のメカニズムの有効性は，区別できなかった。
　一方，報告の真実性において，RonenとMckimeyメカニズムは，誤報
が少なかったが，Hirsh1eiferメカニズムとそう大きく相違しなかった。たと
えぽ，最終4期の契約に関する絶対偏差の平均をみれぱ，H辻shleiferメヵニ
ズムの下での誤報額は，RonenとMckimeyメカニズムのそれより¢3．4
多いにすぎなかったし，統計的には区分できないことが理解できる。従って，
最適振替価格を形成するためには，RonenとMckinneyメカニズムは，確
かに極めて有用であるといえるが，それはHirsbIeiferにみられる伝統的な
メカニズムとそう夫きな相違はみられたいことがわかったのである。
　ここまで，RonenとMckinneyの振替価格が全杜的利益を最大化し，さ
らに真実の報告を実行させる誘因を与えるために有効であることが実証された
ことを示してきた。Lかしながら，全杜的利益の最大化は，Hirsh1eiferメヵ
ニズムとRonenとMckimeyでは統計的に有意な差が生じなかったL，報
告の真実性についても犬きく相違するものでは恋かった。この原因については，
私見ではあるが次のように考えることができる。つまり事業部長は極めて合理
的に全杜的利益を最大化させようと考慮する煩向があると考えられる。すなわ
ち，サブオプティマイゼーショソは，特殊の環境下において生ずるものであり，
通常の経営環境にあっては，かえって補助金の授受等により振替価格を複雑に
するよりも，Hirshleiferメヵニズムを利用した方が良いことも考えられる。
しかし，受入事業部と供給事業部間でコソフリクトが生ずる場合（例えぱ，新
製品の導入時，僕給事業部の余剰操業度解消のための振替，多額の研究開発費
を要Lた場合の振替等）には，RonenとMckinneyのメカニズムによる振
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　493
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替が推奨されると考えられる。
4．最適振替価格モデルの拡張と今後の課題
　前節までに示してきたように，RonenとMckinneyモデルに関しては極
めて有用性が高く，かつ誤報の可能性も小さいことが判明した。Lかし，常に
真実を報告するとは限らず，現実には情報の非対称性が存しているはずであ
る。この点に関しては，今目工一ジェソシー理論の枠組みの中で振替価格を論
ずることで解決することが可能となる。このような工一ジェンシー理論によっ
て不確実性の振替価格設定のアプローチを試みたのが，RonenとBalachan－
dranである［Ronen　and　Balachan杜an，1988コ。
　RonenとBalachandranは，二一ジェンシー理論を振替価格の決定に導入
した。振替価格の設定は，ユージェントのための正しい誘因を確立し，分権化
によって意思決定が委任される場合の生産数量に関する最適意思決定を導出す
るメカニズムであるとみなしている。そこで，プリソシパル，すなわちトッ
プ・マネジメントが，工一ジェントに生産の意思決定を委任し，正しい報酬を
通じて正Lい意思決定が導かれることを願うと考えたのである。
　いずれにしても，エージェンシー理論の発達が，RonenとMckimeyモ
デルの隈界を克服Lていくことについて疑義はない。今後，さらに工一ジェソ
シー理論による振替価格決定そデルが継続的に調査，研究がなされていく必要
があると考えられる。
補遺　RonenとBalachandranモデルの概要
　RonenとBalachandranは，次の点についてRonenとMckinneyの分
析を拡張することを考えている。
　①振替価格設定のメカニズムは，不確実性下で生ずるものとする。そこでぽ，
真の製造費用は確率変数であり，プリ1■シパルとのコミュニケーションは妨げ
　494
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られているものとする。
　②特定のモラルハザードの形が導入され，その消費が工一ジェントに効用を
もたらす非貨幣的便益に反映される。
　③振替価格は，プリソシバルと工一ジェントが互いに異なる選好（divergent
preferences）を有するとする工一ジェンシー理論の7レームワークにおげる
最適た「セカソドベスト」誘因関数として導出される。
　RonenとBalachandranは，最適振替価格設定関数は，実験に観察される
輿型的な需要関数と同様に右下がりであるごとを見出した。この結果と，完全
情報の場合において導出される結果との比較は，分権化の相対的費用と便益の
尺度を提供する。
　RonenとBalachandranぱ，同一企業内の部門よりも大きな自律性を有し，
それゆえコミュニケーションが妨げられている独立の買手と，独立の供給者
（下請者）との契約を考えている。ここで中間製品に市場がなげれぱ，供総さ
れた数量に付与された価格は，振替価格としてみなすことが可能である。この
ような状況の下で決定される最適振替価格の手法は，同一企業の部門閻振替に
適用しう飢ある部門は，当該部門の原価榛報が他の部門に漏洩されることを
おそれている。このような状況は，まさに同一企業におげる分権化された都門
にも妥当する。
（1）間題の表記及び公式
　ここで，以下の式で使用する変数を一覧すれぱ次の通りである。
　　Q：生産数量，ξ：最大能率におげる製造原価，μ：生産の実際原価
　　　　δ＝ダξ：ユージェソトの不能率
　　ω　最大能率の単位当り製晶原価（ラソタム変数）（確率密度グ）
　　凧Q）：追加加工後のプリソシパルの純収入関数
　　θ（ρ）1プリソシバルが工一ジェソトに支払う振替収入関数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　495
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　　〃（＝灰（Q）一θ（ρ））：プリソシパルの効用関数
　　ブリソシパルは，次式を満たすように行動すると仮定する。
　　Max．∫∬（ρ（ω），θ（ρ））1（ω）6ω
制約条件
　　∫■｛ω，θ（ρ），ρ（ω）｝1（ω）6ω≧后
　　Q（ω）a鳴Max。ψ｛ω，θ（ρ），ρ（ω）｝，Vω，θ；
　この式中のψは，特定の収入関数θ（ρ）に関する以下の最大化閲題を解く
ことで得られる工一ジェ：■トの最大効用である。
　　Max．σ（∫）十γ（δ）⇔M孤．σ（8）十γ（θ一ξ一S）
　　　　　　　　　　　⇒σ’（s＊）一γ（トξ一S＊）＝0
　　　　　　　　　　　⇒σ1（s＊）ニア（δ＊）
　　　　　　　　　　　⇒ψ1ω，θ（Q），ρ（ω）11≡σ（8＊）十γ（δ＊）
　ここで，σ（5）は，貨幣的報酬∫からの工一ジェントの効用であり，　γ（δ）
は，非貨幣的便益δ（＝μ一ξ）からの効用である。ここで，θ＝s＋δ十ξであ
る。以下では，工一ジェントの最適分割効用としての延について言及する。
　δは，警戎の欠落と余暇の形をとり，原価の増加に直結する。従って，工一
ジェソトはθ（プリンシバルの支払い）の予算分配の方法を決定する事が可能
になる。かくLて，δば毛デルにモラル・ハザードの特質を与える。報酬は工
一ジェソトによってδとLて消費されるので，これまでの工一ジェンシー・モ
デルにおげる努力の伝統的概念とは異なる。なぜならぱ，工一ジェンシー・
モデルにおげる報酬の一部が余暇とLて消費されることはなかったからであ
る。
　工一ジェントの不能率からの効用は，総製造原価（ωQ＋δ）に影響を与える
ので，原価は，δから独立ではなく，振替価格設定関数と製造数量の両方に影
響する。きらに，ここで導出された効用関数において最適な∫＊とδ＊は，θ
とρの関数であり，Ψは，∫＊とδ＊に分離しない。
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　以下では，ある特定の効用関数及び製造から工一ジェソトが何の負の効用も
経験しない場合に応用するための公式及び解を提供する。ここでは，どのよう
な振替価格の計画が提示されるかを示している。この問題を解くために，我々
は，リスク回避の程度が異なっている効用関数を仮定する。工一ジェソト，す
なわち自律的部門のマネジャーあるいは下請契約奏は，自己が供給する製品に
関する需要計画を特定化したr価格設定」契約を得る。ユージェソトは・貨幣
的報酬と非貨幣的便益に最適に収入を分割するのである。
（2）プリソシバルと工一ジェントの最大化間題
　工一ジェソトの効用関数は，次のように仮定される。
これらの効用関数に関して，リスク回避のArrow－Pratt尺度は，それぞれ，
　　α一一∫ぴ’（∫），ろ＿■δア’（δ）
　　　　　ぴ（∫）　　　　　w（δ）
　ここで，∫，δ，ゐ≧0でゐは，典型的には1でないと仮定する。リスク中立
性は，o＝あ＝0，リスク選好は，α＜0，る＜0，リスク回避は，α〉O，ろ＞Oで
表わされる。
　汐（Q）を所与とLて，工一ジヱントは，（θ一ξ）つまり，最も能率的な製造
原価からの超遇収益を∫とδに最適に分割することを望む。従って，この間題
は，∫十δ＝（θ一ξ）の制約条件の許でσ（∫）十7（δ）を最大化する最適な∫及
びδを決定することとたる。
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　∫＊とδ＊に関する最適条件は，次により与えられる。
　　ぴ（3＊）ニア（δ＊）
すなわち
　　（・＊）■α二ん（δ＊）■邊　　　　　　　　　　　　　（1）
これは，
　　∫＊十ゐ1”（s＊）皿／』（θ一ξ）　　　　　　　　　　　（2）
最適分割効用関数，ψ（ω，θ，Q）は，ユージェ1■トがθを最適に分配すること
で与えられたσ（∫＊）と17（δ＊）の合計である。
　　ψ（ω，θ，ρ）＝（S＊）ト皿。乃（δ＊）1■b
　　　　　　　　　1一α　　　1一ろ
次にψについて考察する。第2式をQに関して徴分する。
箸一（㈹一ω）・（・・1（ゐ）・・1・㎞舳）
（3）
（4）
δ＝（θ一ξ一s）の両辺を徴分すると
舟十ω一缶）
次にρに関してψを徴分する。第5式より
　　6狙　　　ゐ　　　　6δ　　一一一＝5■岨　　　十んδ一丑一＝8一皿（θ’一ω）　　閑　　　6ρ　　　榊
（5）
（6）
1≡姜器一呼一1ポ叩一ω）ソ（・・1がWノつ　（・）
　もし，クが負であれぱ，ψは，ρにおいて凹形となり，延を最大化する単一
の最適解ρ＝ρ＊が存する。
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（3）プリソシパルの間題
　プリソシパルの報酬は，τ（ρ）＝灰（Q）一θ（ρ）である。彼の効用関数は，以
下のように仮定される。
　　　　　　　　1－d〃（Q，θ）＝τ
　　　　　　　（1－6）∫
ここでτ＞Oで，6は相対的リスク回避のArrow－Pratt尺度である。
最大化
　　　　　　1一記∫　　四，Q，δτ　／（ω）∂ω　　　　　　　　　　　（8）　　　　　1一∂
制約条件
　　1舳・Q）八ω）・ω・K　　　　　　　（・）
各ω，θに関して
　　ρ（θ）∈arg．Max．φ（ω，θ，Q）　　　　　　　　　　　　　　　（10）
　ここで，ψは，第3式によって与えられる。
　第8式は第9式（保留効用制限）及び第10式（自己選択制限）を制約式とし
て，情報の非対称の下でプリンシバルの期待効用を最適化する（工一ジェソト
は，Qを選択する前にωを観察する）。
　工一ジェントは，第10式が満たされるようなQを選択する。つまり，第6式
で与えられる〃μρを0とすることにより求められる。工一ジェソトの最
適た選択は，Q＝Q＊で，次式による。
　　θ’（Q＊）＝ω，Vω，汐．　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　一　　　　（1／）
　任意の収入関数と製品原価について，工一ジェソトの最適製品数量が，限界
収入＝単位当り製品原価に等しくなるところで生ずることを示している。工一
ジェソトによる最適δの選択は，工一ジェソトのQ＊の選択及び第8式によ
って，θ（Q），つ支り報酬関数を決定する第9式と第10式に制約されることに
注意せよ。工一ジェントの最適値ρ＝ρ＊で評価されたQに関する∫とδの導
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関数は0である。第7式によって与えられた7が，ρ＝ρ＊では負であること
を条件とすると，これを満たすための必要十分条件は，θ”（ρ＊）＜Oとたり，
そのようにして得られたρ＊は最適である。
　固定されたθについて，ρ＊はωの単調減少関数である。かくして，我々が
ω＝G（Q＊）によって示すべきであるQ＊（ω）に関する逆関数が存する。ρの観
察後にωが直接的な情報公開のメカニズムを通して確認される。LかL，ρは，
プリンシパルがωを推定可能となる前に工一ジェントによって選択されるので，
工一ジェソトは，企業の内外に関わらず，意思決定の前におけるωの公開の予
測によって生ずる場合の損害をこうむることはない。
（4）プリソシバルの最適解に関する分析
　以下の定理は，プリンシバルの問題についての最適解の特性記述を示してい
る。
　①定理
　第8式，第9式，第10式で示されたような間題の報酬関数θと生産数量Qに
関する最適解は，次のように特徴づけられる。‘割
一祭一責一α・、芙記卜（苧
　　　　　・κみ））狐鶉讐））1　　　（・・）
　　∫ψ（ω，θ，Q＊）グ（ω）6ω＝1（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
　　θ’＝ω及びθ”＜O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
　これは，最適収入関数が最適とたるプリソシパルと工一ジェントの隈界効用
の比率が，2つの項の合計と等しくなるように設定されることを意味してい
る。第1項は，定数αであり，それはファースト・ベストな解が強行されると
きに，情＝報の対称性が存するところでは最適なリスクシェアリソグと一致す
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る。第2の項は．効用関数のバラメータ，確率変数ωの分布，収入関数自身の
特性に依存する。この解から洞察を行なうために，次の単純化を行なう。
　②（λ）ωは，一様分布であり，従って，〃（0（ρ＊））／∂（ρ＊）はOであり・
第12式の［］内の最後の項は，Oであると仮定する。
　（3）工一ジェソトは，δに関して，リスク中立であると仮定する。工一ジ
ェソトの効用関数γ（δ）において，あ＝Oであるとしよう。第1式から，最適
た8一岨＝力が分る。工一ジェントは，現金報酬として収入θ（ρ＊）から一定額
を得，δの変動額を消費する。ブリソシパルと工一ジェント間のリスク・シェ
アリングは，第12式でわ＝Oとして与えられる。
缶一占一1＋乃、≒。［〆（苧1　　　（・・）
　（C）代替的に，工一ジェントが現金収入に関してリスク中立であり，つま
りα＝oであるとする。第1式より，この場合，δ一蓼＝1μとなり，最適配分
で一定，そして全ての工一ジェ：／トのリスクは，現金報酬にシフトされる。換
言すれぱ，ユージェソトが彼の効用をもたらす財の一つに関してリスク中立で
ある時，全変動性とリスクは，当該財にシフトされる。プリソシパルと工一ジ
ェ：■ト間の最適リスクシェアリソグの解は，第12式でα＝0という条件によっ
て示される。
缶一÷一α十。1、起ト（〆；261 （16）
第15式の両辺にゐを乗ずることで第16式が得られる。ただし，最適リスクシ
ェアリングに言及する一定の項に関するものは除く。かくして，解の誘因効果
は，工一ジェソトのリスク回避の焦点に関わらず等しい。
　（1））α＝ろ＝0のとき，工一ジェソトは，彼の業法の効用をもたらす両方の
財においてリスク中立である。工一ジェソトは，次の最犬化を行なう。
　　〃α玖　σ（8）十γ（δ）：8＋肋
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制約条件　8＋δ＝（θ一ξ）
最適配分は，
　　ゐく1について　5＊＝（θ一ξ），δ＊＝0
　　乃＞1にっいて　8＊二〇，δ＊＝（θ■ξ）
　ここでは，8とδが非負となり，かくしてθがξ以下にならないことを仮定
している。
（5）プリソツパルの報酬関数
　ブリソシパルがリスク中立で，ユージェソトが現金報酬に関してリスク中立
であると仮定しよう。これは，∂二0及びα＝0で示される。R（ρ）が，収入
関数であるとすれぱ，解は次のように示される。
　　θ（ρ・）一R（ρ＊）■GQ＊　　　　　　　　（17）
　　　　　　　　2一α
　ここで，0。は限界的条件を使用して決定され，α≦2である。帽］振替価格は，
プリソシパルヘの平均収入の一定比率であ乱
　　　　　　　θ（ρ＊）＿灰（ρ＊）一C1Q＊　　τ（Q＊）二一　　一　　　　　　　　Q＊　　　　　　Q＊（2一α）
　最後に，この解を深く考察するために，特定の収入関数を導入す私そして，
そこで得られる報酬と中央集権化と完全情報をともたって生ずる報酬とを比較
する。後者の場合に，プリソシパルは，ωを観察した後に，生産数量を決定す
る。プリンシパルが，リスク中立で，工一ジェソトが現金報酬に関してリスク
中立である場合について考察する。ここでは，灰（ρ）＝（卜Q）ρを仮定し，
κは，正の値であり，ωは，（O，ω椛）の閲で一様分布をするものとする。
（6）中央集権化の場合の報酬
　本例では，リスク中立なプリソシバルと現金報酬に関してリスク中立な工一
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ジェントが仮定されており，完全情報を与えられた中央集権の下での生産数量
ρ。は，あらゆるωの場合における分権化のQ＊を趨過した。α＝1のとき，
工一ジェントの期待効用におけるωの徴小な変化の影響は，プリソシバルの期
待効用の減少によって補償される。すなわち，ωの変化は，隈界的に工一ジェ
ント及びブリンシパルによる同一の反応を引起こすことを意味している。
　プリンシパルは小さいωの値で工一ジェントにより大きな数量を生産させる
よう導かなけれぱならたいし，中央集権化の下での一定の報酬よりも多くを彼
に支払わなけれぱならない。この支払いは，清報の非対称性に関違するインセ
ンティブ・コストを反映している。ここで，プリンシパルの効用がωの増加に
従って単調に減少することに注意しなくてはならない。
　乃（ρ＊）とτ・（α）を比較Lて・振替価格は，ωが小さい場合には中央集
権化よりも分権化のほうで高く，ωが大きい場合にはその反対であることが示
され乱直感的に表わせば・分権化では，ωの小さい場合にρの生産に対して
最低効用水準以上が支払われ，ωの大きい場合に最低効用水準以下が支払われ
ることを意味している。
注（1）二重価格基準とは，供給事業部は市価，全部原価加算利益あるいは変動原価撫算
　　利益基準を使用することで供給察業部の業績評価に役立たせる一方で，受入事業部
　　では，変動原価で受入れて，全杜的な意思決定に資するようにする方法である。当
　　基準によれぼ，振替価格の薗的ば，相共に達成しうるが，各事業部利溢の合計は，
　　全杜的利益に等しくたらなくなり・このため「管理がおろそかになる」［岡本，平
　　成2年・660頁コし・帳簿上の処理が複雑になるという欠点があるため，実務上あ
　　まり使用されていない。
　（2）E㏄1esの文猷の詳細及びこれに対する検討は，拙稿［清水，平成2年］を参照
　　されたい。
　（3）受入事業部が外部市場より購入する単価は，常に供給事業部の外部市場へ飯売す
　　る価格より犬きいものと考えている。ここで単価は，Gouldの考えでは，材料副
　　費までを算入したものとして考察されている。従って，前老は，市価に材料副費を
　　加算したものとなり・後着は・市緬からそれを滅算したものに孜る。
　（4）ただL，注（1）で示したように。最終的に禰助金の額を控除して会杜的利益の算定
　　を行なわなければならない点に注意すべきである。
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（5）なぜならぱ，買手によって支払われる総額は，売手が報告する総原傲こ等Lく
　（0戸5㎎＊＝03ρ＊）また売手によって受敢られる総額は，貿手によって報告される
　総収入に等しい（0P蛆Cρ串＝0λ8Q＊）からである。
（6〕協力n人ゲームにおいて，他のブレーヤーの戦略が与えられた場合，残る1プレ
　ーヤーが自己の戦略集合から利得を最犬にする戦略を選ぶ時，彼の行動は適応的な
　最適状態にある。これが全てのブレーヤーに関して成立するときの戦略の組をナッ
　シュ均衡という［金森，荒，森口，昭和62年，182頁コ。
（7）　7単位を選んで検定を行なったのは，以下の理削こよる。
　　　①各員手・売手の計画は，ある期から次の蜘こは変化しないので，最後の3単
　　位が隈界外で，これらの単位に関して報告した数量にはほとんど注意したいこと
　　が分ったからである。これは，7以上の単位は，一度に振替えられたからであ
　　る。
　　　②もし，本杜が買手と売手の利益性を評価すべきであるのなら，限界以下か隈
　　界的単位における情報のみを要求するであろうからである。
　（8）　この式の証明に関Lては，［RonenandBalachan杜an，1988，PP，311－314コを
　　参照されたい。
　（g）［RoneI1and　Balachandran，1988，p・315コを参照されたい。
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